
水平力

水平力 Fc変形角RuD

接合部
横補強筋
Pjwh

模式図

JFE条鋼株式会社 JFE BARS&SHAPES CORPORATION2016年：改定資料6

ネジプレートの接合部定着検定の効率化
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柱梁接合部の変形性能設計式（7.1）

　建物は水平に力が加わると
柱梁接合部は変形を起こします。
その度合いは層間変形角で示す
ことができます。

式（7.1）　pjwho={(Φs･RuD/R80a)-αwo}･Fc/(βw･σwy) 

pjwho：接合部必要横補強筋比
RuD：設計限界層間変形角(表1)
R80a：接合部耐力余裕度λp で決まる限界層間変形角（λp ≧1）
Φs：安全率(=2.0)、αwo,βw：表2 の補正係数
σwy：接合部横補強筋の降伏強度
Fc：コンクリートの設計基準強度

pjwh：接合部横補強筋比
Bc：柱幅
jtgo：梁上下最外縁主筋の中心間距離
nh：jtgo区間内の接合部横補強筋の組数
awh：接合部横補強筋１組の断面積

式(7.2)　pjwh＝nh・awh/(Bc・jtgo)

・ 「構造物の構造関係技術基準解説書」（通称：黄色本）に基づく構造設計において、ト形接合部に加えＬ形・Ｔ形・十字形　
　接合部の段差梁付き接合部においても、式（7.1）の適用により、接合部横補強筋比pjwhが0.2％を下回らない範囲で、　 
　段差の状態にとらわれない、接合部検定の効率化が可能となりました。（λp＝1.1としてよい。）
・ 最上階Ｌ形・Ｔ形接合部においても、柱梁材端部で降伏ヒンジが発生しない設計の場合には、式（7.1）の適用により、　　
　0.2％を下回らない範囲で、接合部横補強筋比pjwhを迅速に算定できるようになりました。（表1の設計区分Ⅰとしてよい。）

式（7.1）は、一定の靱性能（層間変形角）を保証したいときに、必要な接合部横補強筋を導く関係式です。
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接合部の種類
[表1] 設計限界層間変形角RuD の下限値

設計区分
Ⅰ Ⅱ

ト形、Ｌ形、十字形 1/75 1/50
1/100 1/67

（潜在ヒンジ）（降伏ヒンジ）
Ｔ形

[表2] R80a の算定式および補正係数αwo,βw

直交梁
なし

片側直交
梁付き

両側直交
梁付き

T形接合部
ト形、十字形接合部

R80aの算定式 βw
αwo

R80a=0.03λp 0.6 0.8 1.2 8.9
R80a=0.024λp 0.6 0.7 1.2 4.8
R80a=0.03λp 0.4 0.6 1.0 19

L形接合部

曲げ降伏
ヒンジ

かんざし筋

かんざし筋

かんざし筋

横補強筋
接合部

（中柱）（準貫通定着）



ト形、十字形（設計区分Ⅱ）pjwho
規定値

直交梁　無

直交梁片側有

直交梁両側有

ト形、十字形（設計区分Ⅱ）pjwho
規定値

直交梁　無

直交梁片側有

直交梁両側有

[接合部横補強筋：SD295A]

[接合部横補強筋：高強度鉄筋]

①Ｔ形　最上階・最下階（設計区分Ⅰ）
規定値

直交梁　無

直交梁片側有

直交梁両側有

②Ｌ形　最上階・最下階（設計区分Ⅰ）
規定値

直交梁　無

直交梁片側有

直交梁両側有

③Ｔ形　中間階（設計区分Ⅱ）
規定値

直交梁　無

直交梁片側有

直交梁両側有

④Ｌ形　中間階（設計区分Ⅱ）
規定値

直交梁　無

直交梁片側有

直交梁両側有

参　考
接合部横補強筋：SD295A
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pjwho={(Φs･RuD/0.03λp)-0.6}･Fc/(19･σwy) 
RuD=1/50（前ページ「表1」　設計区分Ⅱ）
λp=1.1

Fc＝36の場合
下表より、接合部横補強筋　SD295Aの時  pjwho＝0.36％、高強度鉄筋（Jフープ785）の時  pjwho=0.15％となる。
従って、高強度鉄筋を使用すると、pjwh≧0.2％で設計が可能となる。

（例）段差梁付き十字形接合部　片側直交梁付きの接合部必要横補強筋比（pjwho）

σwy＝295N/mm2

σwy＝785N/mm2

03-5777-3820　鉄筋・構造技術グループ
06-6443-3364　西日本鉄筋棒鋼営業部

：pjwhとして適用可能な範囲を示す。

お問合せ
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